
各務原市地域支え合い活動支援事業補助金交付要綱 

（平成２３年５月２日決裁） 

（趣旨） 

第１条 市は、地域における日常的な支え合い活動による福祉サービスを推進する

ため、地域の支え合い活動の立ち上げ支援及び地域活動の拠点整備に対し、予算

の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、各務原市補

助金交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助対象事業者）  

第２条 補助金の交付の対象となる者は、社会福祉法人各務原市社会福祉協議会（以

下「市社協」という。）、特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成１０

年法律第７号）第２条第２項に規定する団体をいう。以下同じ。）その他市長が認

める者（以下「補助対象事業者」という。）とする。 

（補助金の交付対象） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、補助対象事業者又は市社協が適当と認

める法人若しくは団体（以下「間接補助対象事業者」という。）が行う地域での

支え合い活動に係る事業のうち別表に掲げるもの（以下「補助対象事業」という。）

とし、当該補助対象事業の内容、補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」

という。）、補助金の上限額及び補助率は、同表に定めるとおりとする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、事業単位ごとに、補助対象経費の実支出額を合計した額又

は総事業費から収入額（寄附金収入額を除く。）を控除した額のいずれか低い額

に別表に定める補助率を乗じて得た額とし、同表に定める上限額を限度とする。た

だし、補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる

ものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助対象事業者が補助金の交付の申請をしようとするときは、規則第４条第

１項の申請書に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

（１）申請額算出内訳書（様式第１号） 

（２）実施計画調書（様式第２号） 

（３）歳入歳出予算書抄本 



（４）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付条件） 

第６条 この補助金の交付の決定をする場合に付する条件は、規則第６条第１項各

号に掲げる事項のほか、補助対象事業者が、間接補助金（間接補助対象事業者へ

の補助金をいう。以下同じ。）の交付に際し、間接補助対象事業者に対し、次に

掲げる条件を付けることとする。 

（１）間接補助対象事業者が間接補助金を他の用途に使用し、その他補助対象事業に

関して間接補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付けた条件又は法令等に違

反したときは、当該間接補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は

既に交付した間接補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることがあること。 

（２）間接補助対象事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した不動

産及びその従物並びに補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が５

０万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めている耐用年数（以下「耐用年数」とい

う。）を経過するまで、補助対象事業者の承認を受けないで、この事業の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄し

てはならないこと。 

（３）間接補助対象事業者は、補助対象事業に係る経費の収支を明らかにした書類、

帳簿等を整備し、補助対象事業が完了した日の属する年度の翌年度以後５年間保

存すること。 

（４）その他市長が必要と認める事項 

２ 規則第６条第１項第２号及び第４号に規定する市長の定める軽微な変更は、事

業単位ごとに判断するものとし、補助金の増額を伴わない事業計画の内容の変更

であって補助対象経費の２０パーセント以内の配分の変更又は補助金の額の変更

であって交付決定額の２０パーセント以内の減額変更とする。 

３ 補助対象事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約に

おいても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせてはならない。 

（申請の取下げ） 

第７条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることができるのは、補

助金の交付の決定の日から１５日以内とする。 

（変更の申請） 



第８条 補助対象事業者が規則第６条第１項第２号から第４号までの変更の申請を

しようとするときは、規則第９条第１項の申請書に次に掲げる書類を添付し、市長

に提出しなければならない。 

（１）申請額算出内訳書 

（２）歳入歳出予算書抄本 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（補助事業の実施報告） 

第９条 補助対象事業者は補助対象事業が完了したとき、又は補助対象事業の廃止

の承認を受けたときは、規則第１１条の実施報告書に次に掲げる書類を添付し、市

長に提出しなければならない。 

（１）精算額算出内訳書（様式第３号） 

（２）実施状況調書（様式第４号） 

（３）歳入歳出決算（見込）書抄本 

（４）その他市長が必要と認める書類 

（財産の管理及び処分の制限） 

第１０条 補助対象事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した不動

産及びその従物並びに補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が５０

万円以上の機械及び器具については、耐用年数を経過するまで、市長の承認を受け

ないで、この事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

取り壊し、又は廃棄してはならない。 

２ 補助対象事業者は、第６条第１項第２号の承認をしようとするときは、あらかじ

め市長の承認を受けなければならない。 

（書類、帳簿等の保存期間） 

第１１条 補助対象事業者は、補助対象事業に係る経費の収支を明らかにした書類、

帳簿等を整備し、補助対象事業が完了した年度の翌年度以後５年間保存しなければ

ならない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成２３年度分の予算に係る補助金から適用す

る。 



附 則（平成２７年６月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成２７年度分の予算に係る補助金から適用す

る。 

附 則（平成２８年３月３１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成２８年度分の予算に係る補助金から適用す

る。 

   附 則（平成２９年４月３日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

  附 則（平成３０年４月２日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成３１年４月２５日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

  附 則（令和５年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

別表（第３条、第４条関係） 

補助対象

事業 
内容 

補助対象 

経費 
上限額 補助率 

１ 支え

合い活

動の立

ち上げ

支援事

業 

（１）地域の住民による支え合い活動と

して次のいずれかに該当する活動を

行うための団体の立ち上げに対する

支援 

ア 見守りネットワーク活動 

イ 要援護者支援マップ作り（災害

時の避難支援） 

ウ ふれあいサロン活動 

エ 住民参加による配食サービス 

オ 助け合い（生活支援）活動 

カ 宅幼老所の運営 

キ 地区福祉懇談会の開催 

（２）地域の住民による支え合い活動を

行う団体が、次のいずれかに該当す

る場合の支援 

  ア 前号アからキまでに該当する活

動を新たに行う場合 

事業の実施

に必要な報

酬、賃金、

共済費、報

償費、旅費、

需用費、役

務費、委託

料、使用料、

賃借料、負

担金、備品

購入費、及

び補助金 

１ 活動当

たり１，０

００千円

（ただし、

情報通信

技術を活

用した第

１号ア又

は第２号

アのうち

第１号ア

に該当す

る活動を

行う場合

は、２，０

００千円）

１０分の

１０ 



イ 前号オに該当する活動を既に行

っている場合において、当該活動

の内容に移動支援等新たな活動を

加えるとき。 

ウ 前号アからキまでに該当する活

動を既に行っている場合におい

て、当該活動に係る支援対象者の

範囲を共生社会に対応するよう拡

大するとき。 

（３）その他地域で支え合い活動の立ち

上げに資する取組への支援で市長が

適当と認めたもの 

２ 支え

合いの

活動継

続支援

（アシ

スト）

事業 

地域での支え合い活動を実施するために

設立され、３年以上活動を継続した団体

に対する次に掲げる費用に係る支援 

（１）ＰＲ広報費（団体の活動内容を紹

介する広報に係る費用をいう。） 

（２）地域の住民による支え合い活動で

使用する送迎用自動車又は高額備品

（以下「備品等」という。）の更新

に係る費用。ただし、更新する際は、

次の条件を満たすこと。 

ア 補助金で購入した備品等を更新

する場合は、耐用年数を経過して

いること。 

イ 更新する備品等は、更新前と同

等以上のものとすること。 

ウ 高額備品を更新する場合は、１

つにつき５万円以上の備品を対象

とすること。ただし、複数の高額

備品の更新も可能とする。 

エ これまでに支え合いの活動継続

支援（アシスト）事業による補助

金の交付を受けたことがないこ

と。 

（３）団体の活動に携わる人材の技能の

向上に要する費用。ただし、当該費

用に係る補助金の交付を受けた団体

は、当該補助金の交付を受けた年度

の翌年度及び翌々年度は、この費用

に係る補助金の交付を受けることが

できない。 

（４）見守りネットワーク活動を行う団

事業の実施

に必要な報

酬、賃金、

共済費、報

償費、旅費、

需用費、役

務費（第２

号の費用に

係るものを

除く。）、

委託料、使

用料、賃借

料、負担金、

備品購入費

及び補助金

１項目当

たり１，０

００千円

（ただし、

第２号及

び第４号

の費用に

係るもの

にあって

は、２，０

００千円）

１０分の

１０ 



体が、当該活動に新たに情報通信技

術を導入するための費用 

３ 生活

支援ボ

ランテ

ィア団

体保険

助成事

業 

この表１の項第１号又は第２号の規定に

よる補助（助け合い（生活支援）活動に

係るものに限る。以下この項において「補

助」という。）を受けて活動を立ち上げ

た団体（平成２８年４月１日以降に補助

金の交付を受けた団体で介護保険事業等

の公的事業を行わないものに限る。）に、

立ち上げから３年間を限度に、社会福祉

法人全国社会福祉協議会が行う次に掲げ

る保険に加入する場合における保険料相

当額に対する支援

（１）ボランティア活動保険

（２）福祉サービス総合補償 

役務費及び

補助金 

１ 項目当

たり１０

０千円 

１０分の

１０ 

４ 支え

合いの

場づく

り支援

事業

（一般

型） 

（１）地域の住民による地域支え合い活

動として次のいずれかに該当する活

動を行うための拠点の整備に対する

支援（支え合いの場づくり支援事業

（事業者型）によるものを除く。）

ア 見守りネットワーク活動 

イ 要援護者支援マップ作り（災害

時の避難支援） 

ウ ふれあいサロン活動 

エ 住民参加による配食サービス 

オ 助け合い（生活支援）活動 

カ オに該当する活動を既に行って

いる場合において、当該活動の内

容に移動支援等新たな活動を加え

るとき。 

キ 宅幼老所の運営 

ク 地区福祉懇談会の開催 

ケ アからクまでの活動に係る支援

対象者の範囲を共生社会に対応す

るよう拡大する場合 

（２）その他地域の住民が支え合い活動

を行うための拠点の整備に対する支

援で市長が適当と認めたもの 

事業の実施

に必要な報

酬、賃金、

共済費、報

償費、旅費、

需用費、役

務費、委託

料、使用料、

賃借料、工

事請負費、

負担金、備

品購入費及

び補助金 

１ 拠点当

たり１，０

００千円 

１０分の

１０ 

５ 支え

合いの

場づく

り支援

事業

（１）介護サービス事業者、障害福祉サ

ービス事業者等が、地域の住民と連

携しながら次に該当する事業を行う

ための常設型拠点を整備する事業に

対する助成 

事業の実施

に必要な報

酬、賃金、

共済費、報

償費、旅費、

新築の場

合は、１拠

点当たり

７，０００

千円。新築

３分の２ 



（事業

者型）

ア ふれあいサロン活動 

イ 助け合い（生活支援）活動 

ウ イに該当する活動を既に行って

いる場合において、当該活動の内

容に移動支援等新たな活動を加え

るとき。 

エ 宅幼老所の運営 

オ アからエまでの活動に係る支援

対象者の範囲を共生社会に対応す

るよう拡大する場合 

（２）その他介護サービス事業者及び障

害福祉サービス事業者等社会活動を

行う事業者が、地域の住民と連携し

ながら支え合い活動を行うための常

設型拠点の整備する事業に対する助

成で市長が適当と認めたもの 

需用費、役

務費、委託

料、使用料、

賃借料、工

事請負費、

備品購入費

及び補助金

以外の場

合は、１，

０００千

円。 

６ 人材

育成確

保事業

次に掲げる講座の実施 

（１）助け合い（生活支援）活動の担い

手を育成確保するために行う講座 

（２）助け合い（生活支援）活動のコー

ディネーターを育成確保するために

行う講座 

（３）民生委員を支える人材を育成確保

するために行う講座 

事業の実施

に必要な報

酬、賃金、

共済費、報

償費、旅費、

需用費、役

務費、委託

料、使用料、

賃借料、負

担金、備品

購入費及び

補助金 

１ 団体当

たり１，０

００千円 

１０分の

１０ 

７ 買物

弱者支

援・移

動支援

事業

（一般

型） 

地域の住民による支え合い活動として移

動販売又は移動支援を行うための自動車

の購入、改造及び維持に係る経費の支援

（買物弱者支援・移動支援事業（事業者

型）によるものを除く。）（改造に係る

経費にあっては事業の実施に必要となる

特別な装置のための改造に係る費用に限

り、維持に係る経費にあっては事業の実

施に必要となる修繕及び車検（法定費用

（自動車重量税、自賠責保険料、登録・

検査手数料等をいう。）を除く。）に係

る費用に限る。次項において同じ。） 

事業の実施

に必要な需

用費、役務

費、委託料、

使用料、賃

借料、負担

金、備品購

入費及び補

助金 

１ 団体当

たり２，０

００千円 

１０分の

１０ 

８ 買物

弱者支

援・移

法人、個人事業主等の事業者が移動販売

又は移動支援を行うための自動車の購

入、改造及び維持に係る経費の支援 

事業の実施

に必要な需

用費、役務

１団体当

たり２，０

００千円 

３分の２ 



動支援

事業

（事業

者型）

 費、委託料、

使用料、賃

借料、負担

金、備品購

入費及び補

助金 

備考 

１ この表において「見守りネットワーク活動」とは、要支援者に対して、近隣

住民、福祉委員、ボランティア、民生委員等が連携して声かけ、訪問等を行い、

問題の発見時には必要に応じて問題を共有し、解決のための話し合いを行うこ

とができる組織的な活動をいう。 

２ この表において「ふれあいサロン活動」とは、高齢者の生きがいづくり、健

康づくり等を目的に、参加者、ボランティア等が内容を企画し、共に運営する

活動をいう。 

３ この表において「住民参加による配食サービス」とは、地域住民相互の触れ

合いや交流を主な目的として、調理から配達までを住民参加により行い、定期

的な食事の提供を通じて要支援者の早期発見、孤立防止、見守り等を行う活動

をいう。 

４ この表において「助け合い（生活支援）活動」とは、要支援者の在宅生活を

支えるため、利用者と提供者があらかじめ会員として登録し、清掃、洗濯、買

物、除雪等の日常生活を支援する活動をいう。 

５ この表において「宅幼老所の運営」とは、高齢者や子育て中の親の継続的な

交流、学習及び相談を行うため、空き教室、空き店舗、民家等を活用して、地

域での支え合い活動の拠点となるたまり場を運営する活動をいう。 



様式第１号（第５条、第８条関係）

補助事業者名

（単位：円）

0

0

0

0

0

合　　計 0 0 0 0

※E欄（基準額）は、ＣとＤ欄を比較して低い額を記載すること。ただし、事業ごとの上限が定められている場合は、上限額を記載すること。

対象経費の
実支出額
D

総事業費

Ａ

補助金所要額
（E×F）
G

各務原市地域支え合い活動支援事業補助金

申　請　額　算　出　内　訳　書

事業名
補助率

F

補助基準額

Ｅ

差引額
（Ａ－Ｂ）
Ｃ

収入額
（寄付金除く）

B



様式第２号（第５条関係） 

各務原市地域支え合い活動支援事業 

実施計画調書

※事業ごとに作成すること。 

１ 基本情報 

補助事業者名

担 当 課 名 
連絡先 

ＴＥＬ

担当者氏名 メール 

２ 事業概要 

事 業 名   

対象事業区分 （別表「補助対象事業」に該当する番号を記載すること。） 

事 業 費  総事業費       千円（うち、対象経費         千円）

実施地域   （記載例：●●市全域、●●市■■地区 等） 

対象者・対象者数（該当区分に全てチェックし、人数を記載すること。人数は概数でも可。） 

□ 高齢者全般 （     人）  □ 認知症高齢者（     人） 

□ 障がい者  （     人）  □ 家族等介護者（     人） 

□ その他   （     人） 

（具体的に記載：                              ） 

事業内容 

※取り組む予定の事業内容を、具体的に記載すること。また、事業の有益性を示す情報として、実施地域

が抱える課題と事業実施により見込まれる効果等を適宜記載すること。 

（注）必要に応じて資料を添付すること。

スケジュール 



３ 対象経費の内訳 

対象経費区分 概算所要額 積算内訳（必要に応じて資料を添付すること。） 

合 計   

４ 翌年度以降の事業費（財源）の確保の見込み

５ 支え合いの活動継続支援（アシスト）事業を実施する場合に記載 

  活動開始から５年以上経過した団体であることの証明

・団体設立年月日（       ） ・活動開始年月日（       ） 

・活動内容 

 □ 見守りネットワーク活動 □ 要援護者支援マップ作り（災害時の避難支援） 

 □ ふれあいサロン活動 □ 住民参加による配食サービス □ 助け合い（生活支援）活動 

 □ 宅幼老所の運営 □ その他（           ） 

・証明書類（法人の場合は、登記事項証明書、定款等の写し。任意団体の場合は、活動開始年月日が分かる

書類、チラシ等） 

６ 支え合いの活動継続支援（アシスト）事業で送迎用自動車・高額備品を更新する場合に記載 

送迎用自動車・高額備品を更新する際の証明

・更新備品の購入年月日（        ） 

・更新備品を購入した際の財源内訳 

 □ 自己財源（金額        ） □ 公的資金（補助金名     金額     ） 

・更新備品の種類（    ）（減価償却資産の耐用年数等に関する省令から記載すること。） 



７ 支え合いの活動継続支援（アシスト）事業で活動に携わる人材の技能の向上を行う場合に記載 

過去に本費用に係る補助金の交付を受けた団体であるか

・過去の交付の有無（有・無）、交付有の場合、補助金交付年度（       ） 

８ 生活支援ボランティア団体保険助成事業を実施する場合に記載 

助け合い（生活支援）活動の開始に関する証明

・助け合い活動開始年月日（        ）  ・補助金交付年度（       ） 

・交付決定の写し（助け合い（生活支援）活動の立ち上げと同時に交付申請する年度は、添付の必要はな

し。） 

・公的事業を実施していないことの証明（法人の場合は、登記事項証明書、定款等の写し。任意団体の場

合は、事業内容が分かる書類、チラシ等） 

９ 生活支援ボランティア団体保険助成事業の内訳

対象経費区分 概算所要額 積算内訳（必要に応じて資料を添付すること。） 

合 計   



様式第３号（第９条関係）

補助事業者名

（単位：円）

合　　計

※E欄（基準額）は、ＣとＤ欄を比較して低い額を記載すること。ただし、事業ごとの上限が定められている場合は、上限額を記載すること。

補助金所要額
（E×F）
G

補助率

F

各務原市地域支え合い活動事業補助金

精　算　額　算　出　内　訳　書

事業名
総事業費

Ａ

収入額
（寄付金除
く）
B

差引額
（Ａ－Ｂ）
Ｃ

対象経費の
実支出額
D

補助基準額

Ｅ



様式第４号（第９条関係）

各務原市地域支え合い活動支援事業 

実施状況調書 

※事業ごとに作成すること。

１ 基本情報 

補助事業者名

担 当 課 名
連絡先

ＴＥＬ

担当者氏名 メール

２ 事業概要 

事 業 名 

事 業 区 分 （別表「補助対象事業」に該当する番号を記載すること。）

事 業 費 総事業費       円（対象経費の実支出額         円）

実 施 地 域 （記載例：●●市全域、●●市■■地区 等）

対象者・対象者数（該当区分全てにチェックし、人数を記載すること。人数は概数でも可。）

□ 高齢者全般 （     人）  □ 認知症高齢者（     人）

□ 障がい者  （     人）  □ 家族等介護者（     人）

□ その他   （     人）

（具体的に記載：                              ）

事 業 内 容

※具体的な取組内容を記載すること。また、取組みの有益性を示す情報として、独自性、効果・

評価等について適宜記載すること。

  年度以降の実施方針

※事業継続の有無、継続した場合に見直される点、財源（都道府県補助、独立採算等）等につ

いて記載すること（見込で可）。



３ 対象経費の内訳 

対象経費区分 対象経費 積算内訳（必要に応じて資料を添付すること）

合 計（千円※）

※合計に 1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てすること。

４ 事業実績 

実施地域が抱える課題を、本事業によってどのように解決（改善）したかについて、データや

写真等の記録、支援対象者の意見聴取結果などにより、詳しく説明すること。 

（注）必要に応じて、資料を添付すること。


